
1 山城地域における良好な住宅宅地の形成に資する公共施設整備の推進

平成23年度　～　平成28年度　（6年間） 京都府、精華町、向日市

住環境が整備された良好な住宅地を供給する

住環境が整備された良好な住宅地の供給戸数

効果促進事業費の割合

Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

○事後評価（中間評価）の実施体制、実施時期

平成29年度

　京都府において、目標の達成状況と指標の達成状況を確認

府公式ホームページでの公表

１.交付対象事業の進捗状況

A１　住宅市街地基盤整備事業

番号 事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考

種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27 H28

1-A-1 住基盤 一般
京都府、
精華町

直接 精華・木津住宅市街地基盤整備事業 木津川市、精華町 403

1-A-5 住基盤 一般 京都府 直接 精華・木津住宅市街地基盤整備事業 河川（築堤、護岸）L=1,310m 木津川市、精華町 106 H23-24自主
戦略交付金

1-A-2 住基盤 一般 京都府 直接 南田辺・狛田ニュータウン住宅市街地基盤整備事業 精華町、京田辺市 3,366

1-A-6 住基盤 一般 京都府 直接 南田辺・狛田ニュータウン住宅市街地基盤整備事業 精華町、京田辺市 62 H23-24自主
戦略交付金

1-A-3 住基盤 一般 京都府 直接 美濃山荘園・京阪東ローズタウン住宅市街地基盤整備事業 道路（改築）　L=1,380m　w=25m 京田辺市、八幡市 1,155

1-A-4 住基盤 一般
京都府、
向日市

直接 京都久世高田、向日寺戸住宅市街地基盤整備事業 道路（改築）　L=500m w=7.5m　 向日市 1,359

小計（住宅市街地基盤整備事業） 6,451

合計 6,451

Ｂ　関連社会資本整備事業
事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27 H28

合計 0

Ｃ　効果促進事業
事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27 H28

1-C-1 住基盤 一般 京都府 直接 南田辺・狛田ニュータウン住宅市街地基盤整備事業 京田辺市 2

直接 南田辺・狛田ニュータウン住宅市街地基盤整備事業 京田辺市 1 H24自主戦略交付金

合計 3

番号 備考

1-C-1

Ｄ　社会資本整備円滑化地籍整備事業
事業 地域 交付 直接 事業実施期間（年度） 備考
種別 種別 対象 間接 H23 H24 H25 H26 H27 H28

0.0%

社会資本総合整備計画（地域住宅支援） 平成３０年８月１３日

計画の名称 重点配分対象の該当

計画の期間 交付対象

計画の目標

京都府南部の山城地域における良好な住宅ストックの形成及び将来世代への承継、良好な住環境の形成を目指す

　　計画の成果目標（定量的指標）

　　定量的指標の定義及び算定式
定量的指標の現況値及び目標値

当初現況値 中間目標値 最終目標値
（H23当初） （H25末） （H28末）

１４，９６２戸 １７，２１２戸 １９，７６２戸

Ｃ 3 Ｄ全体事業費
合計

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)
6,454 百万円 Ａ 6,451 0

交付対象事業

事業者 要素となる事業名（事業箇所） 事業内容（延長・面積等） 市町村名
全体

事業費
（百万円）

百万円 Ｂ 0

府、町
河川（護岸）L=4,090m
河川（護岸）L=800m

府

府
道路（改築）　L=2,520m　w=25m
河川（護岸）  L=1,440m

府
河川（護岸）L=1,440m、
街路（現道拡幅）L=380m　w=16.5～20.5m

府

府、市

全体事業費
（百万円）

番号 事業者 要素となる事業名 事業内容（延長・面積等） 市町村名 

番号 事業者 要素となる事業名 事業内容 市町村名
全体事業費
（百万円）

事業内容（延長・面積等） 市町村名
全体事業費
（百万円）

府 ｺﾐｭﾆﾃｨｻｲｸﾙ

府 ｺﾐｭﾆﾃｨｻｲｸﾙ

一体的に実施することにより期待される効果
自転車通行帯の整備に併せ、コミュニティサイクル事業の社会実験を実施することにより、自転車通行環境を向上させ、周辺地域の活性化を図る。

事　後　評　価　（中　間　評　価）

事後評価（中間評価）の実施体制 事後評価（中間評価）の実施時期

公表の方法

番号 事業者 要素となる事業名（事業箇所）



２.事業効果の発現状況、目標値の達成状況

３.特記事項（今後の方針等）

・計画の期間を１年延伸することにより、当初の最終目標値を達成することができた。
・２期計画により、引続き京都府南部の山城地域における良好な住宅ストックの形成及び将来世代への承継、良好な住環境の形成を目指す。

京都府南部の山城地域において住環境が整備された良好な住宅地の供給について計画の目標を達成することができた。

１９，９４１戸

Ⅰ定量的指標に関する
　　　交付対象事業の効果の発現状況

Ⅱ定量的指標の達成状況
指標(住環境が整備
された良好な住宅地
の供給戸数)

最終目標値 １９，７６２戸
目標値と実績値に
差が出た要因

最終実績値

Ⅲ定量的指標以外の交付対象事業の効果の発
現状況（必要に応じて記述）


